
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ユニット型指定介護老人福祉施設ロータス音更運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人手稲ロータス会が開設するユニット型指定介護老人福祉施設ロータ 

ス音更（以下「施設」という。）が行うユニット型指定介護老人福祉施設の事業（以下 

「事業」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定 

め、施設の従業者が、要介護状態にある高齢者に対し、適正な指定介護老人福祉施設の 

サービスを提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 施設は、施設サービス計画に基づき､可能な限り､居宅における生活への復帰を念 

頭に置いて､入所前の居宅における生活と入所後の生活が連続したものとなるよう配慮 

しながら、各ユニットにおいて入所者が相互に社会関係を築きながら自立的な日常生活 

を営むことができるよう目指すものとする。 

２ 施設は入所者の心身状況、その置かれている環境等に応じて、入浴､排泄､食事等の介

護、その他の日常生活上の介護､機能訓練､健康・栄養管理及び療養上の介護を行うこと

により､入所者の心身機能維持を目指すものとする。 

３ 施設は､入所者の意思及び人格を尊重し､常にその入所者の立場に立って指定介護福祉

施設のサービスを提供するよう努めるものとする｡ 

４ 施設は､明るく家庭的な雰囲気を保ち､地域や家庭との結び付きを重視した運営を行い、

関係市町村、居宅介護支援事業者､居宅サービス事業者､地域の保健、医療、福祉サービ

ス事業者との密接な連携に努めるものとする｡ 

５ 施設は「指定介護老人福祉施設の人員、設備、及び運営に関する基準」を遵守して運

営に努める。 

６ 施設と入所者又は家族等の詳細な関係については、入所する際取り交わす「契約書」

及び「重要事項説明書」を基本として、内容の遂行に当たっては相互の理解と誠意をも

って実行するものとする。 

 

（事業所の名称等） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

（１）名 称 介護老人福祉施設 ロータス音更 

（２）所在地 河東郡音更町中鈴蘭元町２番地９ 

 

（職員の職種、員数、及び職務内容） 

第４条 事業所に勤務する職種、員数及び職務内容は、次のとおりとする。 

（１）管理者     １名 

管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

（２）生活相談員   ２名（常勤職員 ２名） 

             （兼務職員 １名 生活相談員 併設事業所兼務） 

生活相談員は、利用者及び家族の相談や利用計画、日程プログラム等のサービスの



調整を行う。 

（３）介護職員   ５５名（常勤職員３４名、非常勤職員２１名） 

介護職員は、利用者の日常生活の介護を行う。 

（４）看護職員    ５名（常勤職員 ５名） 

看護職員は、利用者の健康管理、医療との連携支援を行う。 

（５）医師      １名（非常勤職員 １名） 

医師は、利用者の健康管理、医療を行う。 

（６）機能訓練指導員 １名（常勤職員  １名） 

機能訓練指導員は、要介護状態の軽減又は、悪化防止のために機能訓練を行う。 

（７）管理栄養士   １名（常勤職員  １名） 

             （兼務職員 １名 管理栄養士 併設事業所兼務） 

管理栄養士は、入所者の食事について、献立や指導により適正な栄養摂取ができる

よう看護、介護職員等と協働して低栄養状態にある入所者やそのおそれのある入所者

に対し、栄養ケアマネジメントを行い、これに基づく適切なサービスと評価を行う。  

また、食事形態の配慮を行い、誤嚥防止に努める。 

（８）介護支援専門員 ２名 

介護支援専門員は、関連従事者と連携し、入所者の施設サービス計画の原案を立て

るとともに、要介護認定及び要介護認定更新の申請手続きを行う。 

２ 日中については、ユニット毎に常時１人以上の介護職員又は看護職員を、夜間及び深

夜については２ユニット毎に常時１人以上の介護職員等を介護に従事させるものとす

る。また、ユニット毎に常勤のユニットリーダーを配置することとする。 

 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は、通年とする。 

 

（利用者の定員） 

第６条 事業の専用ベッド数として提供する定員は、８０名とする。 

 

（ユニット数及びユニット毎の定員） 

第７条 ユット数は８ユニットとし、ユニット毎の定員は、１０名とする。 

 

（生活介護の内容） 

第８条 施設の介護の内容は、次のとおりとする。 

（１）日常生活上の援助 

ア 排せつの介助 

イ 移動の介助 

ウ 食事の介助 

エ その他必要な身体の介護 

（２）入浴の介護 

入浴の形態 



①一般浴槽による入浴 

②特別浴槽による入浴 

（３）栄養管理 

ア 栄養アセスメントの実施 

イ 栄養ケアマネジメントの実施・評価 

ウ 摂取・嚥下機能アセスメントの実施 

（４）機能訓練 

（５）送迎 

（６）教養娯楽等に係る行事等の実施 

（７）入所者・家族介護者等への指導、助言･相談 

（８）受診 

 

（施設サービス計画の作成） 

第９条 施設サービスの提供を開始する際には、入所者の心身の状況、希望及びその置か 

れている状況並びに家族等介護者の状況を充分把握し、個別に施設サービス計画を作成 

する。 

２ 施設サービス計画の作成、変更の際には、入所者又は家族に対し、当該計画の内容を

説明し、同意を得る。 

３ 入所者に対し、施設サービス計画に基づいて各種サービスを提供するとともに、管

理・評価を行う。 

 

（利用料等） 

第10条 施設の介護サービスを提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準 

によるものとし、当該事業所が法定代理受領サービスであるときは、その１割、２割又

は３割の額とする。 

２ 施設利用料は別表１に定める内容とし、入所者が利用した場合、施設に支払うものと

する。 

３ 施設の利用料については、入所者又はその家族に対して事前に文書で説明した上で、

利用料支払に同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。 

４ 入所者の生活困難者等には、「社会福祉法人手稲ロータス会利用料減免規程」に基づい

て利用料の減免を行うものとする。 

 

（居住費・食費） 

第11条 居住費及び食費は全額自己負担とし、負担の基準は、厚生労働大臣が定める費用 

 の額を基準費用額とする。 

２ 居住費及び食費の負担の限度額は、厚生労働大臣が定める額を限度額とする。 

３ 特定入所者介護サービス費の対象者は、利用者負担第１段階から第３段階①、第３段

階➁までの者で市町村が交付する「介護保険負担限度額認定証」により居住費及び食費

を徴収する。 

４ 第４段階に該当する入所者の居住費及び食費の負担額は、厚生労働大臣が定める基準



費用額とする。 

５ 居住費及び食費の自己負担は、毎月、介護サービス費と併せて請求書が発行されるの

で、入所者はこれに基づいて支払うものとする。 

６ 生活相談員は、入所時に説明を行い、誤解が生じぬよう同意書に署名・捺印を受ける

こととする。 

７ 基準費用額及び限度額の変更は、厚生労働大臣が定める基準の改正に基づくものとす

る。 

８ 入所者の入院、外泊の際の居住費は、入所者が入院・外泊期間中において居室が当該

入所者のために確保されている場合は、外泊時加算期間（６日間）は個人負担とする。 

 

（緊急時等における対応方法） 

第12条 従業者は、施設を利用中に、入所者の病状に急変、その他緊急事態が生じたとき 

は、速やかに主治医又は協力医療機関に連絡し、指示を仰ぐとともに、家族等に連絡を 

行う等必要な措置を講ずるものとする。また、管理者にも報告しなければならない。 

 

（身体拘束廃止） 

第13条 施設サービスの提供に当たって、入所者等の生命又は身体を保護するために緊急 

やむを得ない場合を除き、身体拘束その他入所者の行動を制限する行為を行わない。 

２ 緊急やむを得ない場合は、本人又は家族に説明し、同意する旨の文書に署名（記名押

印）を受けることとする。実施後は、関連職員等で定期的に会議を開催し、身体拘束解

除に努める。 

３ 緊急やむを得ない場合は、手稲ロータス会の「利用者の事故防止及び身体拘束廃止対

策委員会規程」に基づいて行うものとする。 

 

（感染症予防対策）（褥瘡防止対策） 

第14条 サービス提供中に施設において感染症、若しくは食中毒が発生し又は蔓延しない 

よう、予防又は蔓延の防止のための予防マニュアルを作成し、定期的に研修会を開催す 

る等従業者に周知徹底を図り、感染症予防に努めるものとする。また、褥瘡が発生しな 

いよう褥瘡対策マニュアルに基づき適切な介護を行うとともに、定期的に研修会等で確 

認し、発生防止に努める。 

 

（介護事故対策） 

第15条 サービス提供中に転倒等の事故の発生、又はその再発を防止するため事故防止マ 

ニュアルを作成し、定期的に研修会を開催する等従業者に周知徹底を図り、介護事故防 

止に努めるものとする。 

 

（施設の利用に当たっての留意事項） 

第16条 当施設の利用に当たっての留意事項を、以下のとおりとする。 

（１）面 会・・午前８時から午後８時までとする。 

（２）消 灯 時 間・・午後９時とする。 



（３）外 泊 ･ 外 出・・事前に所定の用紙に必要事項を記入の上、施設の確認を

受けること。 

（４）飲 酒 ･ 喫 煙・・飲酒に関しては、施設長の承認を得て、他の利用者に迷

惑にならない程度とする。また、喫煙は、健康増進法に従

い、屋内及び敷地内禁煙とする。 

（５）設 備 ・ 備 品 の 使 用・・担当職員に確認の上で使用すること。また、使用時の破

損については速やかに担当職員に連絡すること。 

（６）所持品・備品等の持込み・・事前に生活相談員の確認を得ること。また管理に関して

は各個人がその責を負うこと。 

（７）金銭・貴重品の管理・・自己管理をする場合は、事前に生活相談員に確認を得る

こと。また、管理に関しては各個人がその責を負うこと。 

（８）外泊時等の施設外での受診・・予定をしている場合、事前に医師若しくは看護師の確認

を取ること。また、緊急に受診が必要な場合は、受診後速

やかに連絡すること。 

 

（苦情及び相談の対応） 

第17条 入所者や家族等から、提供したサービスに関する苦情や日常生活の相談の申出が 

あった場合、生活相談員等が適切に対応する。 

２ 「社会福祉法人手稲ロータス会苦情処理解決規程」に従い対応するものとする。 

 

（非常災害対策） 

第18条 サービスの提供中に災害が発生した場合、従業者は入所者の避難等適切な措置を 

講ずる。また、管理者は、消防設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとと 

もに、日常的に具体的な対処の方法、避難経路及び協力機関等との連携方法を確認し、 

災害時には、避難等の指揮をとる。 

２ あらかじめ通報、連携体制等について具体的な対策の計画を作成しておき、従業者に

周知を図るとともに、消防署との合同訓練を年２回以上実施する。 

 

（その他運営についての留意事項） 

第19条 施設は、従業者等の資質の向上を図るための研修の機会を設けるものとし、また、 

業務体制の充実を図る。 

２ 従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

３ 従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、

従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を漏らしてはならない旨を、従業者との

雇用契約の一項とする。 

４ 入所者の個人情報の保護に関しては、個人情報使用同意書に基づき、第三者への情報

提供は収集目的の範囲内とし、「社会福祉法人手稲ロータス会 個人情報保護規程」を

遵守する。 

５ この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は、社会福祉法人手稲ロータス

会と事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 



 

附 則 

この規程は、平成２０年５月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２４年７月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２７年８月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成３０年８月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、２０１９年１０月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、２０２１年２月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、２０２１年８月 １日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別表 １ 

項     目 単 位 等 金 額 等 

預金管理 １ヶ月当たり １００円 

電気代（テレビ） １日当たり ５０円 

電気代（冷蔵庫） 〃 ５０円 

日用品費（入浴用品代） 〃 １２０円 

日用品費（おしぼり代） 〃 ３０円 

ティータイム材料費 〃 ４１円 

インフルエンザワクチン 〃 実費 

肺炎球菌ワクチン 〃 実費 

その他の日常生活費 〃 実費 

行事に伴う食事代等 〃 実費 

※ 預金管理については、１ヶ月のうち１５日以上管理した場合にのみ発生します。 

 

 


